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１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

東日本大震災は電力供給にも深刻な影響を与えた。東京電力福島第1原子力発電所が事故

により運転を停止し、そのほかの火力発電所なども一時運転不能となったところもでてきた

ため、電力供給不足に陥り、一時的とはいえ計画停電の実施に追い込まれた。火力発電所な

どは徐々に復興し、供給面での不安は払拭されたが、安全性の観点から運転を停止した原子

力発電所に替わり、それに代替するものとして火力発電の比重が増えたため、燃料費の違い

から発電コストが上昇、それが電力価格の上昇につながった。 

企業にとって電力料金の多寡は競争力を左右する要因でもある。今後再生可能エネルギー

の買い取りを増加させることは電力料金の更なる値上がりを意味する。電力料金の上昇にい

かに対応するかは日本の企業にとっても、重要な課題となっている。 

ドイツにおいては、気候変動対策のため化石燃料の使用を減らし、賦課金を使って再生可

能エネルギーの導入を図る、いわゆる「エネルギー転換」が進行中である。さらに、一度は

延長を決めた原子力発電所の運転も、福島の事故を契機に全面的に停止することを決定した。 

ドイツにおいては年々電力料金が上昇しているが、これにドイツ企業はどのような対応を

しているであろうか。 

このような問題意識から、本調査を行った。 

 

（２）実施内容 

ドイツのエネルギーシフトと競争力に関する調査研究 (http://www.iti.or.jp) 

EUにおいては共通のエネルギー政策があり、それが加盟各国の政策にも影響を与えている

ところから、まずEUの電力事情を説明し、それを踏まえドイツの電力事情を明らかにした。

さらにエネルギー転換政策を詳述した。また、電力価格上昇に企業がどのように対応してい

るかについてもアンケート結果などを報告書にした。 

 

＜研究委員会＞ 

 

第１回調査研究会開催 平静２６年 ８月 ６日 

第２回調査研究会開催 平静２６年１０月２３日 

第３回調査研究会開催 平静２６年１１月２５日 



第４回調査研究会開催 平静２６年１２月２２日 

第５回調査研究会開催 平静２７年 １月２６日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予想される事業実施効果 

 再エネ導入促進によるドイツのエネルギー転換については、わが国では一方で再エネ比率

の高さを評価する議論や、万が一の場合はフランスの原子力発電に依存できるなどの一面的

な情報が広まっていた感があるが、本事業によりより正確な情報を提供できた。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

ドイツのエネルギー転換と機械産業等に与える影響調査研究報告書 

 (http://www.iti.or.jp/report_12.pdf) 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒104-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F A X  ： 03-5148-2677 

E-mail ： webmaster@iti.or.jp   

ＵＲＬ ： http://www.iti.or.jp 


